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2013年ドイツ連邦議会選挙と2012年衆議院議員総選挙
　　 「政策」過程における選挙の前と後 　　
寺　迫　　　剛
はじめに
　「初めに言葉がありき，言葉は神と共にありき，
神こそ言葉なり（Im Anfang war das Wort, und 
das Wort war bei Gott, und Gott war das 
Wort）」とは聖書からの一説であるが，しかし現
実の社会において神の存在あるいは不在を言い訳
にすることは儘ならない。残るのは言葉のみであ
る。政党から有権者への約束の言葉たる選挙公約
が，選挙を経て，現実に作用する「政策」となる
までの過程について，本稿は考察する。
　筆者は，2005年，2009年と偶然にも2回にわた
り同年に実施されたドイツの連邦議会選挙と日本
の衆議院議員選挙を比較し観察してきた。もし，
日本の民主党前政権が衆議院の任期満了まで継続
していたならば，2013年には再び両国で同年に政
権選択を争う議会選が行われるはずであったが，
突然の衆議院解散により日本の衆議院議員選は
2012年末に実施された。従って本稿は，同年と
はならなかったものの，これまで同様に2013年
のドイツの連邦議会選挙と2012年の日本の衆議
院選挙を比較考察する。本稿では，とくに両国の
比較の「ものさし」として，「政策」に注目する。
　政策段階モデルは，かのLasswellの7段階論を
経て，論者によって政策過程の各段階の区分をめ
ぐり様々に発展している1。そこに共通するのは
政策の生成から終生までを観察するためのモデル
ということである。すなわち，例えばアジェンダ
設定の段階においてある政策の必要性が認識され
てから，政策形成，政策決定，政策実施，政策評
価に至り，政策評価の結果，その多くは新たな政
策の必要性を認識させて次のアジェンダ設定の機
会となる。このように政策過程を政策がその生成
から終生と再生を繰り返す果て無い輪廻とみなす
なら，その政策の輪廻の最大の頂（Eckpunkt）
として，選挙こそが重要な意味をなしうる。
　よって本稿では，「政策」が選挙公約としてい
かに提示され，いかに選挙争点となり，そして選
挙を経て，いかに新政権の「政策」となるかにつ
いて，基本的にドイツの2013年の連邦議会選挙
を事例に考察する。合わせて，日本の2012年の
衆議院議会選挙を比較事例として考察し，両国の
選挙を中心とする政策過程における「政策」につ
いての扱いの違いを明らかにする。そして，今後
の政治と行政の関係についての考察に向けた課題
を明らかにする。
1．政策過程の頂（Eckpunkt）としての選挙
1. 1．日本－イメージ優先型選挙公約
　昨年の第46回衆議院総選挙に際し，時の政権
与党民主党が公表した『動かすのは，決断。民主
党の政権政策Manifesto』は，前半の17ページま
ではパンフレット状で5つの重点政策および2009
年からの実績について，後半18ページからは「マ
ニフェスト政策各論」と題して5項目の政策につ
いて記述されており，全体で26ページに過ぎな
かった2。対する自民党の政権公約『日本を，取
り戻す。重点政策2012自民党』も，冒頭からの
17ページは写真やデザイン文字を多用したパン
フレット状で， 後半 10 ページに「自民党政策
BANK」と題して10項目の政策が掲げられてい
る3。自民党がこれに加えて公表した『J‒ファイ
ル2012総合政策集』は全80ページあったが，そ
の前半は政権公約と同内容のパンフフレットであ
寺迫剛：2013年ドイツ連邦議会選挙と2012年衆議院議員総選挙
52
り，これに約60ページの政策集を加えたもので
あった4。
　ただし，選挙後になってそもそも『J‒ファイ
ル』が政権公約なのか否かについて見解が様々で
あることが明らかになった。自民党政権公約と
『J‒ファイル』後半の政策集において列挙された
政策との整合性を問いただすことは，本稿の目的
ではない。すくなくとも言えることは，明らかな
ウソを記述して有権者を騙してはならないのは当
然の大前提として，一方で当該の議会任期中に必
ず実現できることしか記述してはならないとなれ
ば，記述できる内容が限られてしまうだろう。
1. 2．ドイツ－1次情報源としての選挙公約
　ドイツにおいてももちろん，各党が選挙公約を
掲げて選挙戦を戦い，有権者が選択するに際して
の一次情報となっている。ただしドイツでは，
1949年の連邦共和国建国以来ほとんどの期間を
通じて複数党による連立政権であったため，当該
の議会任期中に実現すべきことは，選挙後に各党
の選挙公約を持ち寄っての連立交渉を経て政権協
約（Koalitionsvertrag）として締結される。
　それでも各党の選挙公約には，任期中に実現
可能性のある内容が求められる。各党の選挙協
約はその説得力を担保するために詳細な記述が
なされる。ドイツの選挙公約は，日本のそれと
は大きく異なり，ほぼ文章のみで構成されてい
る。パンフレットの類は，これを踏まえて別に
作成されるため，選挙公約のページ数には含ま
れない。 例えば CDU/CSU（キリスト教民主同
盟/キリスト教社会同盟）およびSPD（ドイツ社
会民主党）の2大政党派は，その選挙公約を政権
公約（Regierungsprogramm） と称し， 互いに
連邦首相候補を立てて選挙戦を戦う。CDU/CSU
の『ドイツのために共に成果を―政権公約2013
－2017』5 は A4 版で 78 ページ，SPD の『これこ
そ我らが決断―政権公約2013－2017』6 はA4版で
118ページに及ぶ。また，連立政権への参加の可
能性あるいは意思のある他の各党も内容の伴った
選挙公約を掲げる。FDP（自由民主党）の『市
民公約（Bürgerprogramm）2013―これでドイ
ツは強く在り続ける。私たちと共に。』7 はA5版
で105ページ，Grüne（90年同盟/緑の党）の『緑
の転換への時―分かち合おう，いっしょにやろ
う，未来を創ろう―90年同盟/緑の党連邦議会
選挙公約2013』8 もA5版だが336ページに及ぶ。
DIE LINKE（左派党）の選挙公約は，支持者以
外からは実現可能性に疑問を付されているもの
の，それでも『100％社会的―連邦議会選挙2013
選挙公約』9 としてA4版90ページの選挙公約を
掲げた。さらに現在は連邦議会の議席を有してい
ない Piratenpartei（ドイツ海賊党） も『僕らは
これを問いかける―ドイツ海賊党連邦議会選挙
2013選挙公約』10 としてA5版で164ページの文章
をまとめ，ここ数年の州議会選挙での躍進以降課
題となっていた，党としての明確な方向性を示そ
うとしている。唯一の例外として，4月に結党さ
れたばかりの反ユーロ大衆迎合政党AfD（ドイツ
のためのオルタナティブ）のみは，結党時にわず
か4ページの選挙公約を採択したのみで今回の連
邦議会選挙に臨んだ11。
　日本語表記とアルファベットによる表音文字体
系を比較した場合に，同一内容を表現すると仮定
すれば，前者より後者の方が多くのページ数を必
要とすることを踏まえても，各党の選挙公約の各
ページの文字の大きさや文字数などを勘案すれ
ば，AfDを除くドイツの各党の選挙公約は日本の
2大政党のそれよりも，明らかに情報量が多い。
このことは，ドイツでは選挙で議席獲得が見込ま
れるほぼ全ての政党が，一定の質を有した選挙公
約を有権者に提示して選挙戦に臨んでいることを
示している。
　とはいえ，日本で一般の有権者の誰しもが政権
公約を入手して熟読しないのと同程度に，ドイツ
の有権者も選挙公約を読むわけでない。重要なこ
とは，各政党が1次情報として中身のある選挙公
約を整えていることを前提に，メディアがこれら
をいかに有権者へ伝えるかであろう。
2．メディアの伝え方
2. 1．各党からの1次情報の共有
　いよいよ9月22日に連邦議会選挙を控えた9月
1 日に公共放送 ZDF で，連邦議会選挙前恒例の
「テレビ対決（TV-Duell）」として，現職のメル
ケル（Angela Merkel）連邦首相とこれに対抗す
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る SPD の連邦首相候補シュタインブリュック
（Peer Steinbrück）の直接討論が放送された12。
これは連邦首相の座を争う討論として，第3党以
下の代表は登壇せず，公共放送ARDとZDFおよ
び2大民放系列のRTLとPro Siebenから各1人計
4人の司会者がメルケルとシュタインブリュック
に問いただすという形式で90分の生放送が実施
された。
　議会に議席を有する他の3党，すなわちFDP，
DIE LINKE，Grüne は， 翌 9 月 2 日 に も う 一
つの公共放送 ARD で「TV 三つ巴対決（TV ‒
Dreikampf）」 として， それぞれの比例代表筆
頭候補が登壇して60分の生放送で議論を戦わせ
た13。
　これら2つの放送はARDとZDFのホームペー
ジ上で広く公開される。ドイツでは放送局やメ
ディア媒体の垣根を越えて，この党首討論の映像
を引用できる。その恩恵を受けるのはもちろん放
送メディアだけでない。活字メディアもそれぞれ
の紙面で報じるだけでなく，インターネット版の
ホームページ上に，ARDとZDFの党首討論の録
画されたページに直接リンクを添付した上で，記
事としてその内容の要約や詳細を報じ，分析を加
える。
　放送メディアでは，この連邦首相候補対決と三
つ巴の議論を共有の土台として，政治家や専門
家，ジャーナリスト等が参加してさらに選挙まで
の数多くのトークショーが過熱していく。ドイツ
では公共放送が率先して情報の共有を図ること
で，メディア全体として有権者に対して豊富な情
報提供の機会を創出しているのである。ただし，
そもそもの大前提として公共放送が有形無形の政
治的な影響力あるいは圧力から独立していてこ
そ，初めてこれが可能となる。これを担保するた
め，ARDおよびZDFの経営形態は，政治的中立
性が維持できるように設計されている。
　日本の報道メディアには，このような公共放送
が中心となって党首討論などを1次情報として共
有するようなしくみがみられない。ドイツよりも
多くの民放メディアが存在するにもかかわらず，
各々が個別に候補者を招いて，同じ議論を最初か
ら繰り返した挙句，議論の深まる時間がないまま
終わる印象がある。一方で，日本の活字メディア
は，これら各放送メディアでの各候補者の発言の
変遷などを幅広く報じているものの，そもそもの
前提として各党からの1次情報としての選挙公約
が曖昧である以上，やはり政策の詳細についての
報道には限りがみられる。
　このようにドイツと日本では，第1に，そもそ
も各政党からの1次情報としての選挙公約の情報
量に差が存在し，第2に，選挙公約に党首討論な
どを加えた 1 次的情報を公共メディアが中心と
なって共有して政策論争の発展につなげるしくみ
の有無についても差が存在する。さらに第3に，
ドイツには次章で触れる Wahl-O-Mat と称する，
有権者が主体的に自らの選好と各党の政策とを比
較することができるサービスが公的機関によって
提供されており，このような公的サービスは日本
にはそもそも存在しない。これらの相違点こそ
が，ドイツの連邦議会選挙と日本の衆議院議員総
選挙における「政策」の扱いをめぐる差を生じさ
せる要因といえよう。
　ドイツと日本の議会選挙をめぐってはこのよう
な相違点が存在し，しかもその要因の一つは日本
のメディア報道の慣例にあるにもかかわらず，そ
の多くが2013年の連邦議会選挙について，現地
報道を直訳して「メルケルのイメージ選挙」と報
じた。しかし現地報道の意味するところは，具体
的な政策を列挙した政権公約を前提としての，従
来のCDU/CSUからより中道へ政策転換を成し遂
げ，これを継続しようとするメルケルが，これま
での4年間の実績とこれからの4年間の信頼性と
をアピールするための選挙戦戦術としての「イ
メージ選挙」であった。すなわちこのイメージ
は，CDU/CSUの明確な選挙公約によって担保さ
れているのである。よって，日本での選挙から連
想するような個人への白紙委任を容認しかねない
「イメージ選挙」とは全く様相が異なる。
2. 2．連邦議会選挙における主要8争点
　各メディアのホームページを確認すれば，その
いずれもが連邦議会選挙についての特設ページを
設けて報じている。当然各メディアは有権者の関
心や話題性あるいは政策ごとの重要性等の様々な
情報から選挙報道を編集しており，例えば筆者の
ような遠く離れた国外からの観察者にとっては，
ここから逆に何が今回の連邦議会選挙の主だった
争点となったかを伺い知ることができる14。
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　本稿では，ドイツの主要な活字メディアの報道
やARDとZDFの党首討論の内容などを踏まえて，
今回の連邦議会選挙における主要争点は以下の7
点であったと認識する。すなわち，A富裕層最高
税率，B年金受給開始年齢，C保育支援金直接給
付，D最低賃金制度導入，E家賃上昇率規制，F
ユーロ債，G高速道路有料化である。連邦議会選
挙の直近で発生したシリア政府軍側による毒ガス
兵器投入をめぐる問題対応は，時事的な政策課題
であったものの，2002年連邦議会選挙時のイラ
ク戦争開戦をめぐるような選挙結果を左右しかね
ない決定的争点とまではならなかったので，本稿
では今回の主要争点には含めないこととする。
　さらに，選挙戦においてはそこまで大きな争点
とはならなかったものの，本稿後半に述べるよう
に，選挙後の連立政権樹立のための連立協約にお
いて大きな話題となった政策として，H二重国籍
容認についても考察対象に加え，主要8争点とす
る。
3．Wahl-O-Matの活用
3. 1．Wahl-O-Matとは
　ドイツには特有のサービスとして Wahl-O-
Mat が存在する。これは連邦政治教育センター
（Bundeszentrale für politische Bildung: bpb）が
運営するもので，ヨーロッパ最大の発行部数を有
する大衆紙BILD.deやZEIT.ONLINE， SPIEGEL.
ONLINE， Yahoo.de など，ほぼあらゆるドイツ
の報道メディアのインターネット版には，この
Wahl-O-Matへのリンクが添付されており，何人
も自由に利用できるようになっている。
　この bpb は 1963 年に設立された連邦内務省
所 管 の 非 法 人 型 連 邦 機 構（nichitrechtsfähige 
Bundesanstalt）である。連邦政治教育センター
設置令第2条はその任務として「政治教育に係る
措置を通じて，政治の実情への理解を支援し，民
主主義の存在意義を強固にし，政治的な協働への
参加意識を強化すること」を掲げている15。そし
て何よりbpbは，民主主義への信念を以下のよう
に表明している16。「民主主義は生き生きと議論
のできる市民社会を必要としている。市民が政治
的かつ社会的な営みを共にしてこそ初めて，民主
主義は機能する。ドイツは20世紀に2つの独裁を
生み出してしまった。」2つの独裁とはすなわち
ヒトラーによる国家社会主義体制と旧東ドイツに
おける社会主義体制のことである。これらの歴史
的経緯を踏まえた当然の帰結として，「ドイツ連
邦共和国は以下について特別の責任を負う。すな
わち政治および社会において民主主義の基本的価
値観を受容し，これを生かしていくことである。」
そしてこの責任を担うドイツの様々な制度的しく
みのうち，政治教育を担うべく設置されたのが
bpbであり，その不断の試みは2013年で設立60
周年を迎えた。Wahl-O-Matはbpbが提供する数
多くのしくみのなかでも代表的なサービスのひと
つである。
　Wahl-O-Matとは，インターネット上のbpbの
特設ページにおいて，回答者が表示される複数の
質問に答えていくことで回答者の政策的な選好と
各政党の政策との相関性を判定できるサービスで
ある。しくみとしては，事前に選挙に参加する各
政党も同様の質問に対して回答しており，これと
Wahl-O-Mat回答者の同調性から回答者に近い政
策的立ち位置を有する政党を判定する。ただし
bpbは政治的中立性を保持するために，Wahl-O-
Mat冒頭において「Wahl-O-Matは投票先推薦で
はけっしてなく，選挙ならびに政治についての情
報提供です」と念を押している17。
　今回の連邦議会選挙には29政党が届け出てお
り，そのうち28政党がこの連邦議会選挙のWahl-
O-Mat用に準備された38の質問に回答している。
Wahl-O-Matの質問事項および内容は，各連邦州
から選ばれた18歳から26歳までの25人の若い有
権者がbpbのWahl-O-Matチームや政治学者と相
談しながら作成したものである18。この 38 問に
は，上述の主要争点だけでなく，例えば「ドイツ
はNATOを脱退するべきか」あるいは「全ドイ
ツ国境における入国審査を再導入すべきか」など
の，選挙戦において争点としてはほとんど取り上
げられなかったような細かな質問まで含まれ，ほ
ぼ全ての政策領域を網羅的に知ることができるよ
うに設計されている。この38問に対して各党は
賛成・中立・反対の3択で選択しその根拠を回答
する。
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3. 2．Wahl-O-Matにおける各党の政策の分布
　以下の表①は，Wahl-O-Mat の 38 問について，
議会に議席を有する5党およびAfDの計6党の回
答を，選挙時の議会与党対野党の枠組みを基本と
して，各党の政策の分布が明確になるように再構
成したものである。この38問には，当然，本稿
が挙げた主要8争点も含まれている。　
表①：2013年連邦議会選挙Wahl-O-Mat，各政党政策比較
 ○：賛成，×：反対，△：回答保留（党内不統一，連立相手への配慮等）
出題順 質問内容 CDU/CSU FDP SPD Grüne DIELINKE AfD
⒜ 連立与党対野党
1
D
統一最低賃金制を導入すべきか？ × × ○ ○ ○ ×
8 エコロジー型農業のみに金銭的助成
を絞るべか？
× × △ △ △ ×
10
A
高額所得者への最高税率は増加する
べきか？
× × ○ ○ ○ ×
16 被雇用者が家族介護に従事している
間の，国による給与補填を受給すべ
きか？
× × ○ ○ ○ ○
31 全国民が公的皆保険に加入できるよ
うにするべきか？
× × ○ ○ ○ ×
⒝ 連立与党一致／SPDとGrüneが不一致 CDU/CSU FDP SPD Grüne DIELINKE AfD
3 高速道路における全道速度制限を導
入すべきか？
× × × ○ ○ ×
5 電力料金は国により更に規制される
べきか？
× × ○ △ ○ ×
7 ベーシックインカムを導入すべき？ × × × △ △ ×
12 石炭発電所はこれ以上新設しない × × × ○ ○ △
29 Hartz-IV受給者が労働機会を拒否し
た際の受給額は，現状通り額減額す
べきか？
○ ○ ○ × × ○
24 武器輸出は禁止すべきか？ × × × △ ○ ×
25 夫婦分割課税は維持すべきか？ ○ ○ △ × × ○
28 エネルギー産業はエネルギー転換に
資金面でこれまで以上に強力に参加
すべきか？
× × △ ○ ○ ×
32
F
ユーロ各国は各国それぞれの国債を
保証すべきか？
○ ○ △ × × ○
⒞ 連立与党不一致／議会野党一致 CDU/CSU FDP SPD Grüne DIELINKE AfD
2
C
保育所を利用しない場合，保育支援
金を直接給付するべきか？
○ △ × × × ×
13 「事後用ピル」の処方箋義務付けは維
持するべきか？
○ △ × × × ○
15 ドイツはより多くの難民を受け入れ
るべきか？
× △　 ○ ○ ○ ×
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20 企業取締役会・監査役会における法
的な女性比率規制を適用するべきか？
△ × ○ ○ ○ ×
21 財政力に格差のある州間の財政支援
を縮小するべきか？
△ × × × × ○
26 ドイツはトルコのEU加盟を推進すべ
きか？
× △ ○ ○ ○ ×
27 連邦議会議員は副収入を全て公開す
べきか？
△ × ○ ○ ○ ○
33 同性愛ペアも養子受入の権利を有す
るべきか？
× ○ ○ ○ ○ ×
35
E
賃貸新規契約の際の家賃上昇幅は法
的に規制されるべきか？
○ × ○ ○ ○ ×
36
H
成年ドイツ国籍保有者の二重国籍保
有は認めるべきではない？
○ × × × × ○
38 連邦レベルでの国民投票を導入すべ
きか？
△ ○ ○ ○ ○ ○
⒟ 与野党バラバラ CDU/CSU FDP SPD Grüne DIELINKE AfD
6 公共空間での監視ビデオを整備する
べきか？
○ × △ × × ×
18 連邦教育支援法は両親の収入に関わ
らず適用すべきか？
× ○ △ ○ ○ ×
22
B
公的年金受給開始年齢を再度引き下
げるべきか？
× △ ○ × ○ ×
30 国による教会税の代行徴収を継続す
べきか？
○ △ ○ △ × ○
34 理由なき通信データ保存（電話，イン
ターネット等）は認めるべきではない？
× ○ × ○ ○ ○
37
G
高速道路通行料を導入すべきか？ △ × × △ × △
⒠ LINKEだけ反対
11 ドイツはNATOを脱退すべきか？ × × × × ○ ×
14 ドイツ国内の全銀行は国有化すべき
か？
× × × × △ ×
⒡ 議会5政党一致／AfDのみ反対 CDU/CSU FDP SPD Grüne DIELINKE AfD
4 ドイツは通貨としてのユーロを維持
するべきか？
○ ○ ○ ○ ○ ×
23 移民系の人々の公共部門での採用を
強化すべきか？
○ ○ ○ ○ ○ △
⒢ その他（極右・泡沫政党のみ異なる回答）
9 全児童は文化的出自に関わらずいっ
しょに授業を受けるべきか？
○ ○ ○ ○ ○ ○
17 違憲政党は今後も禁止されるべきか？ ○ ○ ○ ○ ○ ○
19 全ドイツ国境での入国審査を再導入
すべきか？
× × × × × ×
【出典】Wahl-O-MatBundestagswahl2013,VergleichderPositionenを基に作成19
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　表①の左端の出題順の欄が，Wahl-O-Matを実
際に利用する際の回答者への出題順である。表①
ではこの左端の欄に合わせて，主要8争点に該当
するものにAからHまでのアルファベットを記
入した。本稿では，これを当時の前連立政権と議
会野党3党の対立の枠組みを軸としつつ，今回の
連邦議会選挙において得票率 4.7％を獲得した
AfDからのWahl-O-Matへの回答も加えて，以下
の7つの組み合わせに整理し，表①にまとめてい
る。すなわち，Wahl-O-Matへの回答が，⒜CDU/
CSUとFDPの前連立政権で一致し，一方のAfD
を除く議会3野党も一致した，前連立与党対野党
の争点，⒝前連立与党が一致し，SPD と Grüne
が不一致，⒞前連立政権が不一致，議会野党3党
が一致，⒟与党側，野党側ともに不一致，⒠DIE 
LINKEのみ反対で他党一致，⒡AfDのみ反対で
議会5党一致，⒢その他の極右政党や泡沫政党の
み異なる回答で表①の6政党は一致，の7区分で
ある。本稿で取り上げる主要争点が表①の7区分
にどのように分布しているかについては，以下に
まとめた通りである。
3. 3．Wahl-O-Mat の 7 区分における主要 8 争
点の分布
3. 3. 1．前連立政権与党一致の3争点
　第1に，選挙戦においてはCDU/CSUとFDPか
らなる前連立与党は同じ連立枠組みでの政権継続
を標榜し，対するSPDとGrüneも両党の連立に
よる政権交代を掲げていた。しかし，表①の⒜に
区分されたCDU/CSUとFDPの黒黄陣営とSPD
とGrüneの赤緑陣営の枠組みで明確に与野党が対
立する争点は，38問中5問のみであった。ただし，
この中には主要8争点のうちA最高税率とD最低
賃金制度が含まれている。最低賃金制度について
ドイツでは，すでに多くの職業分野ごとに労使間
の合意として最低賃金がすでに導入されているも
のの，未だ法律で定められた全国統一の最低賃金
制度はない。
　2013年のドイツは1990年のドイツ再統一以来
の好景気にあり，失業率も低い水準が維持されて
いる。一方で，それにもかかわらず世界的潮流と
しての社会における富裕層と貧困層の格差の拡大
の傾向がドイツにおいてもみられ，今回の選挙の
大きな争点となった。
　メルケルは，現在のドイツの経済的繁栄を政
権の成果の筆頭に挙げており，ユーロ危機克服
およびヨーロッパ統合の牽引役たるドイツの経
済力を維持するため，A最高税率強化にも，B最
低賃金制度導入にも強く反対し，最低賃金制度
の導入ではなく労使交渉により「賃金最低限度
（Lohnuntergrenze）」を合意すべきであるとして
いた。また，メルケル政権のジュニアパートナー
であるFDPも，統一最低賃金制度の導入に反対
した。ただし労使交渉による分野別最低賃金につ
いての対応は保留していた。
　これに対して，議会野党3党はいずれも，A最
高税率強化にも，B最低賃金制度導入にも賛成し
た。とくに富裕層に対する最高税率課税強化につ
いては，SPDは年収10万ユーロ以上の最高税率
を現状の45％から49％へ引き上げるように求め，
Grüneは年収8万ユーロから49％への引き上げを
求め，DIE LINKE は 6 万 5 千ユーロから 53％と
した。DIE LINKEはこれに年収百万ユーロ超に
は75％の富裕税および百万ユーロ超の全資産に
対する5％の富裕者税（Milionärssteuer）を提案
した。B最低賃金制度導入については，SPDは
8.50ユーロの統一最低賃金制度の導入および，派
遣労働・正規雇用に関わらず同一労働同一賃金の
導入および，Mini-Job従事者対象の社会保障制度
の向上を掲げた。Grüneも同様に8.50ユーロの一
般最低賃金および委員会方式による最低賃金水準
の策定を求めた。ただし，DIE LINKEは最低賃
金導入で共通するものの，即時10ユーロ，2017
年までに12ユーロを要求し，それにとどまらず
派遣労働禁止のほか，いかにもDIE LINKEらし
い政策として高額所得者に対する最高賃金制度の
導入を求めた。
　第2に，本稿の7区分のうち⒝前連立与党が一
致し，SPD と Grüne が不一致であった政策争点
には，Wahl-O-Matの38問のうち9問が該当した。
この中には，主要8争点のうちのひとつであるF
ユーロ債が含まれている。ここまでをまとめる
と，Wahl-O-Mat を整理した 7 区分のうちの⒜，
⒝には，主要8争点からA，D，Fの3点が含ま
れていた。つまり，今回の連邦議会選挙において
政権継続を掲げたCDU/CSUとFDPは，実のと
ころ主要8争点のうち3争点でしか，政策が一致
していなかったということになる。
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3. 3. 2．議会野党3党一致の3争点
　第3に，本稿の7区分のうち⒞前連立政権が不
一致で議会野党 3 党が一致した政策争点には，
Wahl-O-Mat の 38 問のうち 11 問が該当した。さ
らにこの中には，主要8争点のうちの3争点，す
なわちC保育支援金直接給付，E家賃上昇率規
制，H二重国籍容認が含まれている。C保育支援
直接給付については，CDU/CSU と FDP による
前連立政権において，保育施設（KiTa）ではな
く自宅での保育を選択した家庭への直接給付を
CSUのみが強く主張していた。長らくFDPのみ
ならず姉妹政党であるCDUの同意も得られてい
なかったが，連立政権内での紆余曲折を経て，政
権任期末期の2013年8月になってようやくCSU
が自らの主張を押し通す形で実現した政策であ
る。結局，CDU/CSUの政権公約においては，こ
の保育支援金直接給付（Betreuungsgeld）を現
状維持としつつ，児童控除の拡大および子ども手
当（Kindergeld）の増額等を公約として掲げた。
また，前連立政権内で保育支援金直接給付の導入
に反対し続けていたFDPの選挙公約は，すでに
制度が導入されてしまって以上，もはやこの争点
を回避していた。
　これに対し，議会野党は一致して選挙戦におい
てこの制度の廃止を主張していた。SPDは保育
支援金直接給付を廃止し，浮いたお金はKiTa等
へ投資するよう主張した。Grüneも保育支援金直
接給付を廃止して，KiTaの整備や児童控除等か
らなる子ども総合保障（Kindergrundsicherung）
の創設を求めた。LINKE も 1 歳未満の全児童に
保育施設での被保育権を求めた。
　E家賃上昇率規制については，主要8争点の中
でも唯一，CDU/CSU と SPD の政策が一致した
項目であった。近年ベルリンなどの都市部では，
家賃の急上昇が問題となっており，SPDは，家
賃の今後4年間での上昇率15％（新規入居者は前
者より10％）を上限とするよう法的規制をかける
よう要求，Grüneも同様に上限規制を求めた。DIE 
LINKEは家賃上昇規制のみならず各自治体に家
賃そのものの上限を定めるとともに，公共住宅
（Soziale Wohnung）の増加を求めた。これに対
して，FDPは断固反対，CDU/CSUは各州に将来
的には借主交代の際の家賃上昇を規制する権限を
保有できるように含みを持たせた政権公約となっ
ていた。
　H二重国籍容認については，今回の連邦議会選
挙において主要争点となったとは認識しがたい。
しかし，後述するように CDU/CSU と SPD の連
立交渉において，大きな争点となる。とはいえ，
Wahl-O-Matの38問の政策争点にはしっかり含ま
れており，ここでは，本稿の7区分においては⒞
の区分に該当していたということを確認してお
く。
3. 3. 3．与野党相違の2争点
　第4に，本稿の7区分のうち⒟与党側，野党側
ともに不一致であった政策には，Wahl-O-Matの
38問のうち6問が該当し，この中には，主要8争
点のうちの2つの争点が含まれる。すなわち，B
年金受給開始年齢とG高速道路有料化である。B
年金受給開始年齢の部分的引下げについて，ド
イツにおける年金受給開始年齢は65歳から67歳
へ段階的な引き上げが実施されている一方で，
ドイツ再統一以来の好景気は年金基金に制度改
革時と比較すれば相対的に余裕を生じさせつつ
あった。CDU/CSU は政権公約において，2029
年までに段階的に年金受給開始年齢を引き上げ
るという現状の政策を維持するとした。FDPの
選挙公約は，各人の自己決定を優先し，勤続年
数等の権利を有する場合には60歳から受給も認
めうるとした。SPDは引上げ政策を先延ばしす
るとともに，勤続45年を超えた場合には63歳か
らの年金受給を可能とするように主張した。さ
らに，DIE LINKEは年金受給開始年齢を65歳へ
戻すとともに，勤続40年を超えれば60歳からの
受給開始も可能となるよう求めた。しかし一方
で Grüne は，野党でありながらも，世代間公平
（Generationengerechtigkeit）のためには67歳受
給開始への段階的以降はやむをえないとした。
　G高速道路有料化について，この問題がそもそ
も主要争点となったのは，CDUとCSUの意見が
統一できなかったからである。CSU党首でバイ
エルン州首相のゼーホーファー（Horst Seehofer）
は，国外流入車のみを対象としての乗用車通行料
導入を主張した。国内の高速道路等インフラ整備
への税金投入を通じてドイツ国民は負担をしてい
るのに，外国人はただ乗りしているので応分負担
を求めるべきだという理屈である。しかし，この
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ようなヨーロッパの国境を超えた相互主義に基づ
かない理屈は，CDUを含めた他党から理解は得
られるわけもなかった。ゼーホーファーとして
も，連邦議会選挙の一週間前に実施されるバイエ
ルン州議会選挙での過半数奪回へ向けての人気取
り政策の一つという側面が強かった。CDU，
FDP，SPD に加え DIE LINKE もこのゼーホー
ファーの主張に耳を貸さなかった。ただしGrüne
だけは乗用車通行料導入には反対であるものの，
現状の輸送車通行料を値上げするとともに，その
対象車を小型輸送車や長距離バスにも拡大するよ
う求めた。
　Wahl-O-Mat の 38 問の争点を 7 区分したうち，
ここまでの⒜から⒟までの4区分に，今回の連邦
議会選挙の主要8争点はすべて含まれている。つ
づく，⒠から⒢の3区分はそもそも，DIE LINKE
を除く議会5政党で一致する政策であり，そもそ
も主要争点となる可能性が低い政策が列挙されて
いる。⒠DIE LINKEのみ反対で他党一致の政策
がWahl-O-Matの38問のうちに2問存在し，しか
もNATO脱退と銀行国有化に関する政策である
ことが，連邦レベルにおけるSPDとDIE LINKE
の連立の可能性を今だ非現実的と認識させる要因
となっている。また，⒡AfDのみ反対で議会5党
一致の政策からは，AfDがドイツの共通通貨ユー
ロ離脱を事実上の唯一の単一争点として結成され
たポピュリスト政党であったことを物語ってい
る20。
　以上の整理を踏まえて，次章では，連邦議会選
挙の結果について考察し，主要8争点が新連立政
権の連立協約に政策として明記されるまでの過程
に迫る。
4．ドイツ連邦議会選挙
4. 1．選挙制度改革
　ドイツ連邦議会選挙は，小選挙区比例代表併用
制によって実施される。各有権者は小選挙区選挙
と比例代表選挙の2票を投票する。基本的に，連
邦議会における議席配分は各政党の比例得票率に
応じて決められ，小選挙区当選者はその獲得議席
に割り振られる。ただし，比例代表選挙で配分さ
れた議席数を超えて小選挙区当選者が生じた場合
には，比例獲得議席数を超える超過議席が認めら
れる。今回の連邦議会選挙から，選挙制度が改革
された。しかも場合によっては，同じ投票結果に
もかかわらず，新・旧選挙制度によって重大な差
が生じかねない程のインパクトのある選挙制度改
革であった。よって，選挙結果について考察する
前に，この選挙制度改革について概観しておく。
　連邦憲法裁判所は，すでに2008年に連邦議会選
挙法について部分的な違憲判決を出し，3年間の猶
予期間後，すなわち2011年7月末までに超過議席
選出方法を改めるように求めていた21。当時問題と
されたのは，いわゆる「Negatives Stimmgewicht
（逆効果票）」についてである。これはある党があ
る州ですでに超過議席を獲得している場合に，そ
の州での第2票の得票率が多すぎると，州間での
議席配分の計算上，別の州においてその党が一議
席少なくしか議席を配分されなくなってしまう可
能性があるという制度上の問題点を指すもので，
2005年連邦議会選挙の際にドレスデンのある小
選挙区で候補者死亡のために実施されたやり直し
投票の際に現実の問題として注目を集めた。
　連邦憲法裁判所が提示した猶予期間内であった
2009年の連邦議会選挙は従来の選挙法で実施さ
れた。選挙結果はSPDが議席の3分の1を失うと
いう一方的な大敗となり，一方で，CDU/CSUも
結党以来最低の得票率しか獲得できなかった 22。
それにも関わらず，CDU/CSU は前回比で 13 議
席増となった。なぜなら，24議席の超過議席を
獲得したからである。しかも，この2009年連邦
議会選挙で超過議席を獲得できたのはCDU/CSU
のみであった。
　もともと相対的な得票率で常に優位であるがゆ
えに小選挙区の勝率の高いCDU/CSUとSPDの2
大政党派が，最も超過議席の恩恵を受けている
が，それでもこれまでは国民政党（Volkspartei）
として比例選得票率がほぼ40％を超えていたた
めに，超過議席の数も多くはなかった。しかし，
80年代以降の漸進的な多党化傾向にあって2大政
党派の得票率が漸減するに従い，超過議席数も選
挙の度に漸増し，前回2009年連邦議会選挙では
CDU/CSUの得票率が最低となるとともに超過議
席数も最大となった23。
　このように，超過議席制度がCDU/CSUのみに
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恩恵をもたらす結果となり，さらに当初の連邦憲
法裁の求めた猶予期間を過ぎた2011年9月になっ
て，ようやく連邦選挙法が改正された24。しかし
この改正は与野党間の合意が得られず，黒・黄連
立政権側が採決で勝利して成立させたものであっ
た。この改正により「Negatives Stimmgewicht
（逆効果票）」が生じる可能性は低下したものの，
均衡議席の導入は見送られた。均衡議席とは，超
過議席で生じた総議席数配分における各党得票率
配分からの差を均衡させるために，さらに各党に
追加配分する議席のことである。これにより，総
議席数は増加するものの，議席配分が各党得票率
をより正確に反映させるようになり，各州議会選
挙ではすでに導入されている制度である。
　しかし，この均衡議席を導入しなかった改正
法に対して，SPDとGrüneならびに3000人を超
える市民からの違憲訴訟がおこされ，2012年7月
に連邦憲法裁判所はこれについても違憲判決を
下した25。違憲判決の根拠としては，Negatives 
Stimmgewichtが完全には解消されていないこと
に加えて，多すぎる超過議席が「連邦議会選挙の
比例代表選挙としての基本的性格を廃らせかねな
い」とされた。そして現システムにおける超過議
席の「許容しうる最高限度は約15議席」とされ
た。
　この違憲判決を受けて，2013 年 2 月 21 日に連
邦選挙法は再び改正されるにいたった 26。今回は
連立与党だけでなく，DIE LINKE を除く議会 5
党，すなわちCDU/CSU，SPD，FDP，Grüneの
共同提案で可決された。この改正により，均衡議
席が導入されることとなった。これにより今回の
連邦議会選挙からは，CDU/CSU あるいは SPD
の制度上の優位性は消滅した。
4. 2．連邦議会選挙の結果
　表②は，9月22日に実施された，ドイツ連邦議
会選挙の結果である。一般的な関心の焦点は，メ
ルケル連邦首相率いるCDU/CSUとFDPによる
連立与党が，引き続き議会過半数を維持できるか
否かであった。そもそも，支持率の低迷が続く
FDPが得票率5％を確保して連邦議会に議席を維
持できるかどうか，また，選挙戦最終盤において
AfDが連邦議会に議席を獲得するか否かも，大き
な話題となった。　　
　今回の連邦議会選挙の結果に大きな影響をもた
らしたのは，5％阻止条項の存在である。小党乱
立による議会制民主主義の不安定化を阻止するた
めに，比例代表選挙で5％を上回った政党にのみ，
その得票率に応じた議席が配分される。ただし，
例外規定としてある政党が小選挙区選挙で3議席
以上獲得した場合には，その政党の得票率が5％
を下回っていてもその得票率に応じた議席が配分
される。
　選挙結果について，本稿では以下の4点に注目
する。すなわち，第1にCDU/CSUとSPDの2大
政党派が共に，前回比で得票率と議席の双方を増
したこと，第2にCDU/CSUが単独過半数獲得ま
であと5議席だったこと，第3にFDPが全議席を
失ったこと，第4に，反ユーロ政党AfDの比例得
票率が4.7％だったことである。
　第1に，CDU/CSUとSPDの2大政党派が共に
得票率を増したことの要因については，選挙期間
を通じて，黒黄陣営も赤緑陣営も，ともに2党連
立で過半数を獲得することが難しい，すなわち，
大連立あるいは2大政党派のいずれかを中心とし
た3党連立でなければ議会過半数に達しないだろ
うという選挙結果予想が広く認識されていたこと
が挙げられよう。近年では，連邦州議会選挙にお
いて同様の状況に陥る連邦州が多く，その場合，
CDUとSPDの2大政党が得票率および議席数を
増す傾向にあり，例えば2012年のザールラント
やシュレスヴィヒ・ホルシュタインにおける州議
会選挙においてもこの傾向がみられた28。この傾
表②：連邦議会選挙結果
得票率（%）
（前回比）
議席数
（前回比）
CDU/CSU  41.5（＋7.7）  311（＋72）
SPD  25.7（＋2.7）  193（＋47）
DIELINKE  8.6（－3.3）  64（－12）
B90/Grünen  8.4（－2.3）  63（－5）
FDP  4.8（－9.8）  0（－93）
AfD  4.7（＋4.7）  0 （－）
Piraten  2.2（－0.2）  0 （－）
FreieWähler  1.0（＋1.0）  0 （－）
投票率／総議席数  71.5（＋0.8）  631（＋9）
【出典】BundeswahlleiterのEndgültigesErgebnisder
Bundestagswahl2013を基に作成27
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向が今回の連邦議会選挙の投票行動にも当ては
まったといえる。これは，1980年代以降のドイ
ツ連邦議会においてほぼ一貫して継続する議会政
党多党化の傾向とは異なる。これが今後の傾向の
変化への転機となるか，今回限りの事象となるか
については，本稿の考察の枠外であるので，今後
の課題としておく。
　第2に，CDU/CSUが単独過半数獲得まであと
5議席にまで迫ったことである。選挙当日の18時
に投票が終了して直後から深夜に至る各メディア
の集計予想は時間の推移と共に変動し，一時的に
はCDU/CSUの単独過半数獲得の可能性があると
報じられる程であった。結局，単独過半数には至
らなかったものの，これ程の勝利はメルケル連邦
首相の前回2009年の連邦議会選挙での勝利以降
の政権運営が評価され，これを踏まえてのCDU/
CSUによる政権公約への支持が集まったためで
あると認識できる。ただし，メルケルは2009年
の政権公約から多くの政策転換を決断しており，
これは前回2009年の連邦議会選挙のWahl-O-Mat
を確認すれば明らかである29。2009 年 Wahl-O-
Matの第1問は「原子力発電所の運転期間は延長
すべきか？」であり，これにCDU/CSUは賛成と
回答していた。しかし，世界的な一大事となった
福島第一原発事故を受けて，メルケル政権は旧型
原発7基の即時停止と全原発のストレステスト実
施により不合格となった8基目の停止および，脱
原発達成予定の2022年への繰り上げを決断した。
今回の連邦議会選挙でCDU/CSUが獲得した得票
率41.5％，獲得議席311議席を多いとみるか少な
いとみるかについても評価の分かれるところであ
る。実は結党以来最低の得票率であった前回比で
7.7％増と大幅に持ち直し，また議席数でも72議
席増は，事実として，圧倒的勝利といえよう。一
方でまた，事実として過半数には 5 議席届かな
かった。日本の政党政治で慢性化しているよう
な，無所属で当選してから所属会派を選択する，
あるいは任期中に当選時の敵対会派へさえ鞍替え
してしまうような議員は，ドイツ連邦議会には存
在しない。これはすなわち，メルケルは議会過半
数獲得のためには他党との連立が不可欠であるこ
とを意味した。しかも，今回の連立交渉はこれま
で以上に難しい交渉となった。なぜなら，次に述
べるように CDU/CSU の希望連立相手である
FDPが全滅してしまったからである。
　選挙結果について注目すべき第 3 点として，
FDPは得票率4.8％で5％に届かず，小選挙区で3
議席獲得という例外規定も満たせなかったため，
現有93議席全てを失って全滅した。前回2009年
連邦議会選挙では結党以来最高の得票率を獲得し
て連立政権入りしたFDPがなぜ，1949年のドイ
ツ連邦共和国建国から一度も途切れることなく堅
持してきた連邦議会での議席を失うことになった
のか。その要因として挙げられるのは，党首交代
などを含めた人事をめぐる混乱が継続したこと
と，2009年に掲げた選挙公約を実現できなかっ
たことである。2009年連邦議会選挙時点での選
挙公約を実現できなった点だけをみれば，CDU/
CSUも同様である。しかし，CDU/CSUのそれが
メルケル連邦首相の主導による積極的な政策転換
によるものと認識されたのとは対照的に，FDP
のそれは連立政権維持を優先させた政策面での妥
協でありFDP支持者の期待を裏切ったと認識さ
れてしまった。これが党執行部への不満となり党
首交代等人事の混乱を生じさせ，それが政策遂行
面での不安定化を招くという，悪循環に陥ってし
まった。
　第4に，AfDが得票率で4.7％獲得したことであ
る。連邦議会進出に必要な5％まであと一歩のと
ころであり，各メディアでもこの結果について驚
きをもって報じられた。この4.7％という数値を
高いとみるか低いとみるかは論者によって分かれ
るところである。事実として，ドイツにおいてこ
のような急造の，しかもその選挙公約が単一争点
のみに特化した大衆迎合政党が，これ程の得票率
を獲得したのは異例である。AfDはこの4.7％を
成果と捉え，2014年以降も各州議会選挙および欧
州議会選挙に挑むことを表明している。一方で，
反ユーロ勢力が5％すら結集できなかったという
点では，全てのヨーロッパ諸国民あるいは世界経
済の動向にとっては好ましい結果といえる。これ
はまた，ドイツの親ヨーロッパ政策がいわば国是
として定着していることの証左ともいえよう。
　ドイツでは選挙投開票と新政権の樹立は直結し
ていない。選挙結果が明らかになってから新政権
成立までの過程では，選挙前の選挙戦と同様に，
各党の政策をめぐって極めて重要な過程が展開さ
れる。すなわち，新連立政権をめぐっての連立交
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渉と，それを経ての連立協約の締結である。
5．日本の衆院選挙と連立政権樹立
5. 1．選挙後9日で連立合意
　ここで，ドイツの連邦議会選挙の前後の政策過
程と比較するために，2012年の日本の衆議院議
員総選挙と自民党・公明党連立政権の成立までを
概観する。ドイツでは先の第4章でみた連邦議会
選挙と，次の第6章でみる連立政権の樹立に至る
間には，連立を組みうる政党間で政策をめぐって
極めて重要な駆け引きが展開され，その結果が連
立協約として明確にされる。しかし，対照的に日
本では選挙結果から新政権樹立に至る過程が直結
している。よって，ドイツの選挙結果（第4章）と
連立政権樹立（第6章）の間のこの第5章で日本
の衆院議員選挙の結果と新政権樹立の両方につい
て考察する。
　表③は，2012年12月に実施された日本の衆議
院議員選挙の結果である。前章でのドイツの連邦
議会選挙についての考察との比較から明らかとな
る日本の選挙の特徴としては，概して少なくとも
以下の2点が挙げられよう。
　第1に，2009年の衆議院選挙時と同様に，個別
の政策あるいは各党が提示した政策体系よりも，
むしろ政権交代そのものが争点となった。第2に，
もはや通常通りとも言うべく選挙に合わせて新党
が急造され，既存政党を巻き込んでの合従連衡が
話題となった。そしてその結果，政策についての
論叢が脇に追いやられた。メディア報道も含め
て，依然として，政策よりもいわゆる政局という
日本独特の概念が多くを占めていたといえよう。
本稿は政党による「政策」を分析の「ものさし」
として選挙公約，選挙，連立政権に至る過程つい
て考察しているため，この点を指摘するにとどめ，
いわゆる政局についての考察はおこなわない。
　「総務省の附属機関」である中央選挙管理会は，
「衆議院比例代表選挙と参議院比例代表選挙に関
する事務，最高裁判所裁判官の国民審査に関する
事務などを管理」するとともに，「これらの事務
について，都道府県または市区町村の選挙管理委
員会に助言・勧告する」とされる。しかし，事務
局機能は総務省に委ねており，独自のホームペー
ジすら持たない。2012年の衆院総選挙の結果に
ついては，総務省自治行政局選挙部が作成した
『平成25年12月16日執行衆議院議員総選挙・最
高裁判所裁判官国民審査結果調』が公表されてい
る31。ただし，これには解散時の議席数は明示さ
れていないため，選挙の前後で各党の議席数がど
のように増減したかのかという，最も重要な情報
が一目で理解できるようにはなっていない。
　これとは対照的に，ドイツの連邦管理委員会は
もちろん独自のホームページを有し，連邦議会選
挙の結果の政党ごとの議席配分が一目でわかるグ
ラフィックが用意されている32。もちろん，選挙
の前後で各党の議席数がどのように増減したかと
いう最も重要な情報方も一目でわかるようになっ
ている。ドイツの連邦選挙管理委員会は，このよ
うに，まずは選挙結果の要点が理解でき，その上
で，連邦各州における比例代表選挙の得票率や各
選挙区の1票に至るまでの詳細など，閲覧者が知
りたい情報へ向かうことができるようになってい
る。
　日本の衆議院選挙は2012年12月16日に実施さ
れた。そして，自由民主党と公明党はこの12月
16日の衆院総選挙からわずか9日後の12月25日
に『自由民主党・公明党連立政権合意』を取り交
表③：2012年衆議院議員総選挙結果
議席数
公示前議席数
（今回比）
自由民主党 294  118（＋176）
民主党 57  230（－173）
日本維新の会 54  11 （＋43）
公明党 31  21 （＋10）
みんなの党 18  8 （＋10）
日本未来の党 9  61 （－52）
日本共産党 8  9 （－1）
社会民主党 2  5 （－3）
新党大地 1  3 （－2）
国民新党 1  3 （－2）
無所属・その他 5  10 （－5）
合計 480  479 （＋1）
出典：『平成25年12月16日執行衆議院議員総選挙・
最高裁判所裁判官国民審査結果調』（総務省）およ
び「衆院選2012」（YOMIURIONLINE）を基に作
成30
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わした。この『連立政権合意』はわずか2ページ
の包括的な合意書であった33。これでは，報道メ
ディアも新政権がどのような政策を予定している
のか，一定程度以上には，その詳細を伝えようが
ないだろう。結局，政策よりも人事などに焦点を
当てた報道がなされがちとなる所以と言えよう。
　ドイツにおいても，組閣人事については非常に
大きく報道される。だだし，その前提としてドイ
ツでは，新政権が重視する政策課題に沿うように
省庁再編が実施されるので，閣僚人事への関心は
新政権の政策についての関心と密接に結びついて
いる。そして，この省庁再編の根拠となる政策こ
そ，次章で考察する連立協約において明確化され
るのである。
6．ドイツでの連立政権樹立
6. 1．連立交渉
　ドイツにおいて CDU/CSU と SPD による大連
立政権樹立の連立協約『ドイツの未来をつくる』
が締結されたのは11月27日である。実に9月22
日の連邦議会選挙の実施日から，2ヶ月以上を経
ていた。ただし，たしかに今回の連立交渉の期間
は長期間であったとはいえ，CDU/CSU と FDP
の希望連立相手2党で議会過半数を獲得した前回
2009年9月27日の連邦議会選挙の際も，連立協
約の締結は10月26日であり，ほぼ一ヶ月を要し
ている34。
　連立協約締結までにこれ程の時間が経過した
のは，第4章にみた通り，CDU/CSUが単独過半
数に至らず，またFDPが全滅し，一方のSPDと
Grüneの議席数を合計しても議会過半数に達しな
かったからである。当初，CDU/CSUはSPDとだ
けではなく，Grüneとも連立の可能性を探る事前
接触（Sondierung）を行ったが，結局，本交渉
には至らなかった35。そして，CDU/CSUとSPD
の2大政党派による大連立に向けた本交渉が開始
された。その際，SPDは連立協約をSPD党員投
票によって批准できた場合にのみ，大連立を樹立
するという条件を付けた。筆者は，前々回2005
年の連邦議会選後の大連立政権樹立について，こ
れをTsebelisの拒否権プレイヤー論の適用事例の
ひとつとした36。これと比較して，今回の連立交
渉では，拒否権プレイヤーとしてのSPDが大連
立政権に参加する合理性は明らかに減じていた。
なぜなら，SPDは2005年から2009年までの大連
立政権を経て，2009年の前回の連邦議会選挙で
は議席の約 1/3 を失うという大敗をしている 37。
また，続く2009年から2013年まで連立に加わっ
たFDPも，今回の連邦議会選挙において議席を
全て失った。ここから誰しもが，CDU/CSUとの
連立政権に参加した場合に次回の2017年の連邦
議会選挙についての見通しが明るくはないという
ことに，想像がつく。しかしそれにもかかわら
ず，SPDは国民政党として，ドイツの安定した
議会制民主主義のためには議会過半数を占める政
権が必要性であることを認識し，そのために残さ
れた現実的な選択肢こそが CDU/CSU と SPD に
よる大連立政権であることも認識していたのであ
る。政策過程における拒否権プレイヤーであると
いうことは，同時に，拒否権プレイヤーとはなら
ないことを許さないということでもあったのだ。
　SPD党指導部にとっては，あえて見通しの悪
い路線選択への決断には，全てのSPD党員とそ
の決断を共有することが必要であった。このた
め，SPD は連立協約の締結に至った場合には，
これを拒否する拘束力のある党員投票を条件とし
たのである。これは一般的な条約締結における批
准過程の類としても理解でき，そうであるなら
ば，Putnam の2レベルゲーム論からの含意を，
一国内の事例であっても適用できるかもしれな
い38。すなわち，交渉結果についての批准過程を
必要とし党内基盤に不安定要素を抱えたSPDの
方が，逆に交渉過程ではむしろ優位となり，批准
過程を必要としない党内基盤の強いCDU/CSUの
方が交渉過程で譲歩を迫られるという関係であ
る。ただしこのような理論上の示唆も，実際のと
ころ2大政党派双方に交渉決裂の可能性は現実的
には無かったことから，限定的にしか作用しな
かったといえる。 そのことが結局のところ，
CDU/CSUとSPD双方の「政策」をバランスよく
組み合わせた連立協約の実現に至らしめたとも認
識できよう。言い換えれば，拒否権プレイヤーと
しての2大政党派の現状打開圏での「政策」が合
意されることになったのである。そして，合意さ
れた「政策」の体系こそが連立協約なのである。
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6. 2．連立協約の締結
　連邦議会選挙から2か月以上を経た11月27日
に締結された連立協約『ドイツの未来をつくる』
は2013年から2017年までに達成すべき政策課題
について，あらゆる政策範囲を網羅しつつ詳細に
至るまで記述されており，全体で185ページに及
ぶ39。全185ページの一語一語に至るまで，両党
派の各政策担当者間での交渉から各党党首間の最
終協議へ至る過程で，綿密に練り上げられたもの
である。これ程の時間がかかって然りである。
　ただし，今回に比較すれば順調に締結された前
回のCDU/CSUとFDPによる前連立政権の連立
協約も132ページに及んだ40。日本とドイツでは，
連立合意についての根本的な認識の差が存在する
ことは明らかである。
　ところで，本稿冒頭で選挙公約について指摘し
たのと同様に，有権者の誰しもがこの185ページ
の連立協約を熟読するということも現実的にあり
得ない。重要なことは，メディアが媒介していか
に有権者へ伝わるかであろう。そして，そのため
の1次情報であるからこそ，連立協約にはこれ程
の情報量が求められるのである。
　連立協約の要点について，例えば大衆紙BILD
は「連立協約調印される―BILDが最重要決定を
説明する」という見出し記事で，以下の順で4項
目を挙げている41。すなわち，①高速道路有料化
について「どれだけ払わなければならなくな
か？」，②年金改革について「63歳で引退できる
のは誰か？」，③最低賃金制度導入について「ど
うすればいいのか，ダメ社長だった場合？」，④
二重国籍承認について「誰に当てはまるのか？」
の4項目である。
　また，一般紙ZEITは，冒頭に最低賃金導入と
二重国籍容認，高速道普通車通行料部分導入の3
点を挙げたのち，①交通，②住宅，③経済，④教
育・研究，⑤エネルギー，⑥労働市場，⑦年金，
⑧医療・介護，⑨電子化，⑩著作権・データ保
護，⑪財政，⑫家族・男女平等，⑬消費者保護，
⑭外交，⑮スポーツ政策，⑯その他の16項目に
分け，さらに各項目下で個別の合意について，そ
れがSPD，CDU，CSUそれぞれが選挙公約で掲
げた主張をどの程度反映したものであるかについ
て解説している42。この解説記事自体がインター
ネット版をプリントアウトすれば20ページを超
える分量となる。一方で，一般紙WELTも同様
に連立協約における SPD と CDU/CSU それぞれ
の公約の記載度合についての勝敗を，①最低賃金
導入についてはSPDの勝利，②年金改革は両者
引き分け，③2重国籍部分導入についてはSPD勝
利，④教育についてはCDU/CSU勝利，⑤自治体
負担減については両者引き分け，⑥税制・債務に
ついては CDU/CSU 勝利，⑦高速道通行料・交
通，⑧男女平等，⑨エネルギーについてはCDU/
CSU勝利，⑩保健医療については両者引き分け，
⑪閣僚ポストについてはSPDの勝利と評してい
る43。他にも同様に各紙がそれぞれの視点で，連
立協約について詳細を報じ，これを評価してい
る44。もちろん，どのメディアも1次情報として
185ページの連立協約全文へのリンクを用意して
いる。
　対照的に，日本のメディアは印象論に基づい
て，新政権について評価せざるをえない，なぜな
ら判断の材料たる自公連立合意書が，たった 2
ページしかないのであるから。
6. 3．連立協約における主要8争点
　それぞれのメディアや各党の立ち位置によっ
て，連立協約において CDU/CSU と SPD のいず
れの政策がより多く反映されたかについての評価
は様々である。本稿では「政策」を「ものさし」
として，本稿前半で考察した連邦議会選挙での主
要8争点が，連立協約において言及されているか，
もしそうならどのように言及されているかについ
て考察する。
A 最高税率
　高額所得者への最高課税率増加は，前連立与党
対野党3党で賛否が明確に分かれていた政策論点
であった。この争点については，課税強化反対の
CDU/CSUの主張が通り，連立協約に高額所得者
への課税強化策は明記されなかった。 また，
ZEIT 紙によれば，連立協約の第 3 草案までは，
SPDの主張で上場会社の経営陣の給与について
従業員の平均給与の20倍程度に上限を設ける案
も存在したが，最終版の連立協約においてこれら
の記述は削除された45。
　メルケルにとって「増税なし債務増なし」の財
政政策は，ユーロ危機からの回復を目指すEU諸
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国からの信頼とリーダーシップを維持するために
譲れない政策だったといえよう。
B 年金受給開始年齢
　公的年金受給開始年齢の部分的引き下げについ
て，CDU/CSUは反対，SPDは賛成の立場であっ
た。高額所得者への課税強化についてCDU/CSU
の政権公約が反映されたのとは逆に，公的年金支
給開始年齢の部分的引き下げについては，SPD
の選挙公約が反映された。選挙協約の第2章「全
雇用，良き労働と社会保障」の第3節「社会保障」
において「長期間保険加入者，すなわち（失業期
間を含む）45年にわたり年金保障の安定に寄与
した者は，2014年7月1日より満63歳より減額な
しで年金受給を開始できる」ことになった 46。と
はいえ，年金満額受給開始年齢は一般的な年金加
入年齢の高齢化と並行して段階的に65歳へ移行
するとしている。
C 保育支援金直接給付
　保育支援金直接給付は，CDU/CSU と FDP に
よる前連立政権においてCSUのみが導入を主張
し，政権任期末期の2013年8月になってようやく
実現した政策である。これに対し，SPDは選挙
戦においてこの制度の廃止を主張していた。結
果，連立協約の第4章「社会の結びつき」の第1
節「共に強くなり機会の平等を向上する」が家族
政策に相当し，保育所の増設援などについて明記
されているものの，保育支援金直接給付の存廃に
ついては触れられていない47。よって，保育支援
金直接給付制度の存廃については， 事実上，
CSUがその主張を貫徹したといえよう。あるい
は一般論として，一度導入された制度の撤廃は困
難である，という制度論的な側面が大きく作用し
ているともいえよう。
D 最低賃金制度
　最低賃金制度の導入は，SPD が連立参加への
条件として筆頭に掲げた政策課題であり，CDU/
CSU からの譲歩を勝ち取った。ただし，長い連
立交渉の成果として，最低賃金制度は2017年ま
でに段階的に導入されることとなった。
　連立協約の第2章「全雇用，良き労働と社会保
障」の第2節「良き労働」において，その冒頭に
「我々は賃金自決権（Tarifautonomie）を強化す
る」と掲げつつも，以下の段階を踏んで最低賃金
制度の導入を決めた48。基本的には，まず2015年
1月1日から自給8.50ユーロの統一最低賃金導入
法が適用される。そして，この時点では適用の例
外となる業種も，2017年1月1日からは例外なく
同法が適用されることとなる。
E 家賃上昇率規制
　家賃上昇率規制の導入については，CDU/CSU
とSPDは共に賛成の立場であった。むしろ反対
していたのはFDPであったため，今回の連邦議
会選挙によって，CDU/CSUの連立パートナーが
FDPからSPDへ入れ替わったことにより，連立
協約に明記されることになった。連立協約の第4
章「社会の結びつき」の第2節「高水準の生活を
都市と地方に」において，「特に都市において逼
迫する住宅市場を生活できる範囲（bezahlbar）
に据え置くために，各州が5年のうちに（措置を
講ずる）可能性を認める」とした49。続けて具体
的に，各州が，住宅市場が明確に逼迫する地域で
の賃貸契約の更新に際し，家賃上昇率を基本的に
は地域標準家賃から最大でも10％を超えない範
囲に制限できる可能性などを明記した。
F ユーロ債
　いわゆるユーロ債の導入については，CDUが
一貫して反対し，SPD党内でも様々な考えが混
在していた。連立協約でヨーロッパについては第
6章に「強いヨーロッパ」という章題で12ページ
の記述がなされている50。「ヨーロッパ統合行程
はドイツの最重要の任務でありつづける」とし，
歴史的転換点にあるEUの「経済的に強力な加盟
国かつ安定錨として増大する責任を担い」他の加
盟国からの「特別の期待」に応えると謳い，当
然，ドイツはユーロを支え，ユーロ危機から脱す
ることを目標に掲げている。ただしその際の原則
として「連帯と自己責任の相互補完（Solidarität 
und Eigenverantwortung gehören zusammen）」
を明記し，一方でいわゆるユーロ債についての記
述はない。従って，ユーロ債に関しては，基本的
にはこれまでのメルケルの路線を維持すると思わ
れる。
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G 高速道路有料化
　実際のところ，今回の連邦議会選挙でドイツを
通過する国外の車に高速通行料を課すべしと強硬
に主張していたのは，CSU党首でバイエルン州
首相のゼーホーファーのみであり，CDUすらこ
れに反対していた。よってCDU/CSUの政権公約
にも，これについては明記されていなかった。む
しろ選挙期間を通じて話題となったのは，CDU
がこのCSUの一方的な主張について選挙後にど
のように扱うか，あるいはメルケルがゼーホー
ファーのわがままをどのようになだめるのか，で
あった。CDUは両党の政権公約に掲載すること
は阻止したものの，それでもCSUはこれを選挙
公約として主張し続け，連邦議会選挙の一週間前
に実施されたバイエルン州議会選挙においてもこ
の主張を掲げて単独過半数を超える大勝をしてい
た51。
　有権者に選挙を通じて約束した以上，それが政
権公約に明記してあるか否に関わらず，それは公
約である。日本のように，選挙期間中にあらゆる
口約束をしておきながら，選挙後にはマニフェス
トに明記していないと言い訳して口約束を反故に
するような行為は，ドイツでは全く受け入れられ
ない。
　一方で，ドイツで受け入れられているのは，選
挙公約の内容をどの程度まで連立協約にまで反映
させられるかは，連立各党の選挙結果や各党の交
渉当事者間の関係によって定まるという現実であ
る。果たして，ゼーホーファーは自らの主張を貫
徹した。連立協約第1章「成長，イノヴェーショ
ン，豊かさ」の第3節「ドイツの未来に投資する：
インフラストラクチャー」において，「高速道路網
の維持・構築の追加的な財源としてドイツで登録
されていない乗用車所有者から適切な料金を導入
する。ただし，ドイツの自動車保有者の負担は現
状以上にはけして強いられない」と明記された。
具体的には，EU法体系に反しないように2014年
にこの乗用車利用料金部分的導入法を立法化する
としている52。
　そして最後に，連邦議会選挙においては主要争
点とまではならなかったものの連立協約において
大きく報じられた政策について考察する。すなわ
ち，H二重国籍容認についてである。
H 二重国籍容認
　二重国籍の部分的容認については，CDU/CSU
が反対，SPD が賛成の立場であったが，SPD の
ガブリエル（Sigmar Gabriel）党首はさらに党大
会においてこれを連立協約締結の条件に掲げたた
め，連立協約締結の最終段階まで交渉が継続し，
ギリギリの決着となった。このギリギリまでの交
渉過程を反映して，他の政策課題が，政策項目ご
との両党派担当グループ間交渉の結果を基礎とし
て，それぞれ本文の政策課題ごとの各章に明記さ
れているのとは対照的に，二重国籍の部分的容認
についての条文は連立協約前文に盛り込まれた。
前文の「（社会的）協働を保障し市民権を強化す
る」の項目おいて，「ドイツに生まれ育った者は
ドイツ国籍を失わず，かつその際にいかなる選択
義務も課せられない」と明記した53。これによ
り，二重国籍保有者は23歳になったらいずれか
の国籍を選択しなければならないという現状の制
度からの転換がなされることになった。
　国籍に関わる制度は，国家の在り様に関わる重
大な制度であり，この点について，CDU/CSUと
SPDの間での考え方の相違は膠着状態となって
おり，それ故，今回の連邦議会選挙においても喫
緊の政策論争の対象とならなかった。しかし，大
連立政権樹立を機に，このような長年対立構造に
陥ったままの政策課題に妥協点が見出されること
となった。これこそ民主主義国家の2大政党派に
よっても大連立を成し得る意義の一つであろう。
6. 4．連立政権成立
　CDU/CSUとSPDの2大政党派による連立協約
が11月27日に締結された後，SPDのみは拒否権
を有する拘束力のある党員投票を実施した 54。党
員投票は郵便投票で実施され，12月14日に公表
された結果は， 有効投票の 75.96％が賛成票で
あった。SPD はこれを「党内民主主義の祝日」
と自賛した55。そして，これまでの通例では連立
協約締結と共に確定されていた閣僚人事はSPD
党員投票の後に確定し公表され，新連立政権発足
の段取りがここに整った 56。12 月 17 日，連邦議
会においてメルケル連邦首相が再選され，連邦首
相と閣僚が宣誓し新連立政権が正式に発足し
た57。9月22日の連邦議会選挙から，ほぼ3カ月
が経過していたものの，クリスマス前までの新連
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立政権発足という連立交渉開始時点での目標は達
せられた。
　ここまでの考察から，ドイツでは選挙を政策過
程の頂として，「政策」が選挙公約から連立協約
へと収斂していく過程が明確に認識できるといえ
よう。
おわりに
　本稿は，2013年のドイツ連邦議会選挙を2012
年の日本の衆議院議員総選挙と比較しつつ，「政
策」が選挙公約として提示され，選挙を経て，新
政権の連立協約あるいは連立合意として確立する
までの過程について考察した。ドイツの事例で
は，政党が公約として明確な政策を提示し，それ
が1次情報として報道メディアを通じて国民に共
有され，選挙を経て，より具体化した政策が新政
権の連立協約として掲げられることが明らかと
なった。しかし，ドイツと比較した限りにおいて
は，日本では政党の公約も新政権の連立合意もか
なり曖昧なままであるといえよう。このことが，
政策について曖昧な1次情報に基づかざるを得な
い日本の報道メディア，そしてそこから情報を得
る有権者が，政策よりもいわゆる政局に注目する
構造の一因となっているのではないか。そうであ
るとすれば，「政策」を「ものさし」として政策過
程を考察するという試みは，本稿が考察の対象と
した政策過程の頂としての選挙の前と後において
は，ドイツの事例にのみ有効であったといえる。
　しかし，政策はたしかに存在する。そもそも現
代国家の国民は，日々いたるところで行政の「政
策」に包摂され，あるいは浸透して生活している
ことは明らかである。であるならば，「政策」を
「ものさし」として両国を比較するならば，より
考察の射程を拡大しなければならない。すなわ
ち，選挙のみを政策過程における唯一の頂と認識
するのではなく，また，政党のみを「政策」提案
アクターとして認識するのでもない，より広範な
政策過程とより多くのアクターを包括した考察で
ある。これこそ，そもそも行政学が日本のいわゆ
る政官関係の理解について取り組んできた領域で
あろう。よって本稿は，ドイツにおいて選挙こそ
が「政策」過程の頂として機能していることを明
らかにしつつ，日本の「政策」過程の理解には，
今後も政策過程論や行政学の視点からのより広範
な考察が必要であることを認識して，その結語と
する。
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